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2019年 5月 31日に，「原発事故とがんの関連
否定 子ども甲状腺の本格検査」という共同通信
による “リーク記事”のヘッドラインが，インタ
ーネット上を駆け巡った。折しも，第 13回「県
民健康調査」検討委員会「甲状腺検査評価部会」
（以下，評価部会）が開催される 3日前というタイミ
ングだった。記事自体は，以下のように短い。

　東京電力福島第 1原発事故後当時 18歳以
下だった福島県内全ての子どもを対象とした
甲状腺検査で，2014，15年度に実施した 2
巡目の検査で見つかったがんと被ばくに関連
性がないとする中間報告を，専門家による部
会がまとめたことが 31日，関係者への取材
で分かった。被ばく線量が高いとがん発見率
が上がるといった相関関係が認められないこ
となどが理由。福島市で 6月 3日に開かれ
る部会で報告する。
　基礎データ収集が目的の 1巡目と違い，2
巡目は事故によるがんの影響を調べる「本格
検査」と位置付けている。2巡目の見解が初
めてまとまったことで，今後の検査の在り方
に影響を与えそうだ。（東京新聞 Tokyo Web 2019

年 5月 31日 21時 09分配信＊1）

「2巡目の見解が初めてまとまった」と言われ
ても，一体いつまとまったのか？ と思った人は
多かったに違いない。議論が進んでいたとは思え
ないからである。
現行の評価部会のもともとの使命は，2011～

13年度に実施された先行検査（1巡目）のすぐ後に
実施された，本格検査 1回目すなわち「2巡目」
の甲状腺検査の結果と放射線被ばくの影響を検討
することであり，いずれは何らかの結論が出され
ることが予期されてはいた。
しかし，第 8回評価部会（2017年 11月 30日）とし

て再開された時には，2016～17年度の 3巡目開
始からすでに 1年半が過ぎているのにもかかわ
らず，がん検診のメリット・デメリットについて
の議論から始まっており，その後も，大阪大学の
髙野徹部会員（唯一，検討委員も兼任）による，「甲状腺
検査のお知らせ」でのデメリットに関する説明が
不十分であり，学校検査は強調性を伴う人権問題
である，超音波検査はやめて触診すべきであると
いう独自の主張をめぐる議論に貴重な時間が費や
されている。
現に，前回の第 12回評価部会（2019年 2月 22日）

の大半は，「甲状腺検査のお知らせ改定案」につ
いての，甲状腺検査のメリット・デメリットをめ
ぐる議論に費やされており， “過剰診断 vs早期診
断・早期治療”と意見が対立したまま平行線から
逸することなく終わっている。
そのような状況下，2巡目の見解がまとまった

ということは，にわかに信じがたいものであった。
このリーク報道に関し，3日後の 6月 3日に開
催された第 13回評価部会の冒頭で，鈴木元部会
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＊1―https://www.tokyo-np.co.jp/s/article/2019053101002263.
html
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長が次のように述べている。

新聞の方で，ちょっとフライング的な報道が
ありました。どういうふうな議論を経て，ど
ういうデータでこの部会が結論を導こうとし
ているのかというプロセスが伝わらないと，
なんとなく結果だけが先行して出てるように
誤解されるきらいがあります。実際にわたく
し自身，個人的にメールがありまして，その
メールを見ますと，決して内容を十分理解し
ておらず，新聞記事の情報でメールを送って
きたということがありました。ですから，ぜ
ひ今日の部会での議論をしっかり聞いていた
だいて，私たちがどういうプロセスで結論に
達しようとしているのか，そのことが伝わっ
ていけばと思います。

最初に説明しておくと，この「結論」とは，
「現時点において，甲状腺検査本格検査（検査 2
回目）に発見された甲状腺がんと放射線被ばくの
間の関連は認められない」というものである。
しかし，この評価部会における 2巡目の結果
に関する議事進行を振り返ると，福島県立医科大
学（福島医大）が素データや調整因子の調整方法を示
すことすらなく，一方的に出してきた独自の解析
に対し，情報不足の状態では解釈しにくいと戸惑
う部会員らが，実数データも示してほしいと何度
も要望するも，終始，何も改善されない状況であ
った。いくら鈴木部会長が理解を望んだとして，
その「議論」や「プロセス」というのは，それを
理解さえすれば「結論だけが先行して出ていると
いう誤解」を打ち消すほどの説得力があるような
代物とは，とても言えないのである。それどころ
か，むしろ，部会員らさえ，完全に理解すること
ができているのか疑わしいほどである。

非科学的手法による部会まとめ案の作成

こうして始まった第 13回評価部会は，予想通
りというか予想外というか，意表を突く展開とな

った。「甲状腺検査本格検査（検査 2回目）結果に対
する部会まとめ（案）」＊2（以下，部会まとめ案）と同時に，
“新たな”解析結果が提出されたのである。」
実は，第 13回評価部会は，2017年 7月 10日
から始まった＊3現行の評価部会員らの 2年の任期
が終了する前の最後の開催であり，どうしてもこ
こで部会としての取りまとめを出し，同じく 2
年の任期が終了する親会の「県民健康調査」検討
委員会（以下，検討委員会）に提出できる形にしなけれ
ばいけないという事情がある。

“新たな”解析結果というのは，「資料 1-2　市
町村別 UNSCEAR推計甲状腺吸収線量と悪性な
いし悪性疑い発見率との関連」＊4で，前回の資料
「市町村別 UNSCEAR推計甲状腺吸収線量と悪
性あるいは悪性疑い発見率との関連性」をさらに
検査年度と検査間隔でも調整し，各線量区分での
女性の割合を表に示したものである。ただし，本
誌 4～6月号で牧野淳一郎氏に指摘された前回の
資料の問題が「修正」されたグラフを用いている。
この「修正」は，「資料 1-3　第 12回甲状腺検査
評価部会のグラフ修正について」で説明されてい
るのだが，本誌で牧野氏が指摘しているように，
元データも集計後のデータも処理方法も一切公開
されていないため，「修正」された結果が正しい
かどうかすら，わからない。
もうひとつの「資料 1-1　甲状腺検査本格検査

＊2―https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/ 
330479.pdf
＊3―任期については，2017 年 6 月 5 日に合同開催された第 27
回検討委員会・第 7 回評価部会の「資料 9　「県民健康調査」
検討委員会等の委員改選について」（https://www.pref.fukushi 
ma.lg.jp/uploaded/attachment/219718.pdf）に記載されている
が，内容の不明確さのため，福島県民により県民健康調査課に
確認が取られている（https://twitter.com/NMFUKUSHIMA 
2011/status/834595511726284800）。しかし，2019 年 7 月 8 日
に開催された第 35 回検討委員会において，星北斗座長が任期
は 7 月末までと発言したことから，同県民が再確認したところ，
県の返事は「委嘱状に任期は平成 29 年 8 月 1 日から平成 31 年
7 月 31 日までと明記されている」というもので，いつの間に
か任期が変わっていた（https://twitter.com/NMFUKUSHI-
MA2011/status/1148765919813836800）。
＊4―https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/ 
330129.pdf
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（検査 2回目）結果に関与する因子について」＊5は，
本格検査に関与すると思われる 5つの因子　――　

先行検査での結節発見率（実施年度による差異），一次
検査 B判定率および二次検査受診率，検査間隔，
細胞診実施率，先行検査細胞診実施による本格検
査細胞診実施率への影響　――　についてのこれまで
の資料をまとめたものである。
鈴木部会長に一任された部会まとめ案の作成は，
これらの 2つの資料に立脚している。しかし，
牧野氏が連載コラムで指摘してきたように，福島
医大が提示している要因を調整しても，結果は大
きく変わらない。これは皮肉なことに，今回の
“新たな” UNSCEAR推計甲状腺吸収線量を用い
た解析で，さらに検査年度や検査間隔を調整して
も結果が変わらなかったということで，証明され
ているようなものである。もとより，市町村別
UNSCEAR推計甲状腺吸収線量を用いることに
は，大きな問題点がある＊6。
しかし，最終部会の今回においてさえ，解析が

実数ではなく割合で示されているためにどう解釈
していいかわからないという意見が複数の部会員
から出ており，解析の「プロセス」自体の不明確
さを浮き彫りにしている。

統計専門家不在の解析

この最終部会で明らかになった致命的な事実が
ある。それは，福島医大が行なった解析には統計
の専門家が関与していないということで，大阪大
学の祖父江友孝部会員の発言で明らかになった。
福島医大の疫学講座主任教授であり，放射線医
学県民健康管理センターの健康調査支援部門長も
兼任している大平哲也氏が資料 1-2を朗読した
後，祖父江部会員が，「詳細な説明をしていただ
いたが，実数が全然示されていなくて，線量の分
布がわからない。20 mGy未満，20 mGy以上 25 

mGy未満，25 mGy以上 30 mGy未満，30 mGy
以上のそれぞれの受診者数を示してもらわないと，
あとの数値が理解しにくい」と発言した。これに
対し大平氏は，「こちらに関しましては，評価部
会の了承をいただいた上で提出しているものでご
ざいます。ので，こちらは部会の方でむしろ考え
ていただきたいといったことだと思います。人数
に関しましては，5 mGyごとの人数は載せてお
りませんが，最終的に同じような人数で分析した
四分位での解析結果もほぼ同様であるということ
を，ちゃんと確認はしております」と返答してい
る。このとんちんかんな返答に対し，祖父江部会
員は平然と，「解析グループの中でその分布は一
応示していただいていたので，私にはわかりま
す」と返している。
この時の祖父江部会員の発言の意味が明らかに
なったのは，評価部会の閉会直前に，鈴木部会長
が「この部会を終えるにあたって，次の部会に何
か残しておきたい言葉がありましたら，この機会
にお願いします」と述べた時だった。以下が，祖
父江部会員の発言である。

実はこの部会の間にですね，解析ワーキング
グループとして，実際の，その，甲状腺検査
のデータを解析するという，主に Skype会議，
ウェブ会議ですけども，それに参加させても
らったので，かなりデータに関しての理解が
深まりました。で，それは良かったんですけ
れども，部会員として，その解析に関して助
言をするのか，あるいは，データを直接触れ
る立場じゃないんで，解析者としては参加で
きていないんですけども，非常にこう，中間
的な立場で参加をしたと。ですから，次回，
解析に関して，きちんとその，メンバーをで
すね，揃えて，部会とは独立した形で解析し
たほうが僕はいいのではないかと思います。
特に，解析するに当たって，やっぱり統計の
人をですね，統計の専門家をぜひとも入れて
欲しい。あの，非常にこう，複雑な解析を必
要としますので，そこは後ろ盾をきちっとし

＊5―https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/ 
330651.pdf
＊6―https://www.iwanami.co.jp/kagaku/Kagaku_201411_
Makino.pdf
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た上での解析を進めてもらったほうが僕はい
いと思います。以上です。

最後の土壇場で，「解析ワーキンググループ」
という非公開会議の実在が明るみにでたのだ。鈴
木部会長の表情から，これが爆弾発言であること
がうかがえる。

透明性に欠ける解析ワーキンググループ

実はこの解析ワーキンググループが浮上したの
は，第 32回検討委員会（2018年 9月 5日）において，
鈴木部会長が第 10回評価部会（2018年 7月 8日）の
開催報告をした時まで溯る。鈴木部会長は，福島
医大の解析資料について，「率で示すだけではな
く，分母と分子の数を表で示してほしい」と部会
員らが要望を出していたことや，1巡目で B判定
となった人が 2巡目を受診する割合が年度によ
る結節の発見率に影響する可能性などに触れ，以
下のように発言している。

まずは統計の専門の先生がもう少し県立医大
の解析担当者と解析手法について詰めていく
ことが必要だということが一つの合意として
上がったかと思います。以前，私たちの方か
ら文章で解析方法を提示したんですが，やは
り文章ではなかなか細かいところまで伝わっ
ていかないということがありますので，やは
り何らかの形で直接的なコンタクトをしなが
ら解析方法を詰めていく作業が必要であると
いうことになったかと思います。今後そうい
う方向で検査の解析を進めていきますので，
将来その結果をまた報告できる機会があるか
と思っております。

この後，まるで示し合わせていたかのように，
国立がん研究センターの津金昌一郎委員から，
「ワーキンググループ」という具体的な表現の提
案が出ている。

我々はこういうところでいわゆる素データを
出されてもなかなか解釈することが難しくて，
それで変な議論をしてしまうといけないです
ね。そのためにやはり甲状腺検査評価部会で
きちんと，もうちょっとバイアスとかチャン
スとかを排除したきちんとした形を，医大か
ら提出されるデータだけでは十分でなければ，
そこはそういう意味では非公開という言い方
をしているんだと思うんですけれども，部会
の専門家と医大がひざを突きつけてこういう
解析をすると。こういう形の出し方をすると
いろんなことがわかるんじゃないかというよ
うなことを，いわゆるワーキンググループ的
な作業は是非進めて頂いて，もうちょっと
我々が一目で見てわかるようにデータを咀嚼
して頂かないといけない。そのための作業の
ために非公開は是非やって，ただ，そこから
出てきたデータや何かに基づいて議論するの
はもちろん公開の場でということだと思いま
す。

このようなやり取りを経て，非公開の解析ワー
キンググループが発足していたことになる。評価
部会から祖父江部会員以外にも，国立がん研究セ
ンターの片野田耕太部会員も参加していたという
（本誌編集部から鈴木部会長への取材による）が，部会中の
言動から察するに，本当に議論していたのかあや
しくさえ思われる。非公開とはいえ，実際に発足
したことや進捗状況など，検討委員会にも評価部
会にも一切報告されていない。祖父江部会員の発
言がなければ，実際に解析ワーキンググループが
開催されていたことは議事録に残らなかったであ
ろう。もはや「秘密会議」と思われても仕方がな
い。
解析ワーキンググループが開催されていたとい

う事実に加え，解析ワーキンググループを経ても
なお，調整因子だけを示して調整方法も明らかに
しないという粗略な解析結果しか出てこないとい
うのは，二重の意味で驚きである。そして，この
非公開の解析ワーキンググループに参加した祖父
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江部会員にすら，「次の部会では，解析メンバー
をきちんと揃え，統計の専門家も入れた上で，部
会とは独立した形で解析した方がいい」と言わし
めた福島医大の解析能力の欠如は，その解析をそ
のまま追認した形で作成された部会まとめ案，ひ
いては評価部会自体の信頼性と妥当性を，おびや
かすものに他ならない。

部会まとめ案の内容と問題点

部会まとめ案は，評価部会のこれまでの経緯の
説明後，5つの項目　――　甲状腺検査本格検査（検査
2回目）で得られた結果について，甲状腺検査本格
検査（検査 2回目）における甲状腺がん発見率と放射
線被ばく線量との関連に関する予備的解析につい
て，所見，甲状腺検査に対する対象者への説明に
ついて，今後の評価の視点について　――　で構成さ
れている。ここでは，項目ごとに文面を網かけで
示し，部会員らの反応と問題点についてみていく。

評価部会の紹介と経緯

福島県県民健康調査検討委員会甲状腺検査評価
部会（以下「評価部会」という。）は，平成 23年度から
平成 25年度に実施した甲状腺検査先行検査で得
られた結果に対する評価として，平成 27年 3月
に「甲状腺検査に関する中間とりまとめ」（以下
「中間とりまとめ」という。）としてまとめた。中間と
りまとめでは，先行検査の結果については「放射
線の影響とは考えにくいと評価する」とした。
平成 29年 2月 20日に開催の第 26回福島県県

民健康調査検討委員会において，本格検査（検査 2

回目：平成 26～27年度）の検査結果のまとめ及び評
価を行うため，評価部会を招集することが提案さ
れた。この提案を受けて，平成 29年 6月 5日に
検討委員会との合同 で第 7回評価部会，新たな
評価部会員構成により平成 29年 11月 30日に第 
8 回評価部会を開催し，令和元年 6 月 3日の第
13回評価部会に至るまで，計 7回にわたる評価
部会において審議を重ねた。
これまでの審議内容を踏まえ，本格検査（検査 2

回目）の結果及びその結果に対する見解，今後の
検討課題等を本評価部会としてのまとめを以下に
示す。

ここでは，初代の評価部会がまとめた「中間取
りまとめ」で，1巡目の結果については「放射線
の影響とは考えにくいと評価する」とされている
ことに触れている。そして 2巡目の結果の検討
のために招集された評価部会では，「2017年 6月
5日に第 27回検討委員会と合同で開催された第
7回評価部会，新たな評価部会構成により 2017
年 11月 30日に第 8回評価部会を開催し，2019
年 6月 3日の第 13回評価部会に至るまで，計 7
回にわたる評価部会において審議を重ねた」とい
う説明があり，あたかも 2年間という審議期間
が設けられたかのような印象を受ける。
しかし実際には，第 7回評価部会とは，2015
年 7月に初代の評価部会員がそのまま改選され
た第 2期の評価部会にとっての最初で最後の開
催だった。しかもこの回では，検討委員会と合同
開催である上，各検査の年度末報告や保険診療移
行後に診断されたがんが “別枠”というブラック
ボックスに入ってしまっていることの報告＊7など，
配布資料と議事内容も多く，2巡目についての議
論はほとんど行われていないのである。
つまり，現行の第 3期の評価部会が第 8回評

価部会をもって発足して以来の開催期間は，実質
1年半ほどでしかない。（その間，プロローグで説明した
ようにがん検診のメリット・デメリットの議論から始まったり

していることから，実際に 2巡目の結果についての議論に費や

された時間はもっと少ない。）

前述の解析ワーキンググループの提案にいたる
までには 10カ月かかっており，実に，現在の部
会の正味の開催期間である 18カ月の半分以上の
間，福島医大による解析への確認・指導が行われ
ていなかったことになる。確認したとして粗雑な
解析結果しか出てこないのだから，さもありなん

＊7―2017 年 3 月に，“事故当時 4 歳の男性” が経過観察中に甲
状腺がんと診断されていたことが報道されたことにより，“別
枠” 症例の存在が明るみに出た。
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としか言いようがない。

甲状腺検査本格検査（検査 2回目）で得られた結果につ

いて

平成 26年 4月から開始した本格検査（検査 2回

目：平成 26～27年度）では，先行検査における対象
者（平成 4年 4月 2日から平成 23年 4月 1日までに生ま

れた福島県民）に加え，平成 23年 4月 2日から平
成 24年 4月 1日までに生まれた福島県民を加え，
約 38万人を対象とした。平成 29年 6月 30日現
在で約 27万人が受診し（受診率 71％，17歳以下の受

診率 86.4％，18歳以上の受診率 25.7％），二次検査の
対象者である B判定は 2,227人（0.8％），C判定は
0人であった。二次検査において穿刺吸引細胞診
を行った方のうち，71人が悪性ないし悪性疑い
と判定された（10万人対 26.2，男性 32人：女性 39人，

平均年齢 16.9!3.2歳（9―23歳），震災当時平均年齢

12.6!3.2歳（5―18歳），平 均 腫 瘍 径 11.1!5.6 mm）（参

考：手術実施 52人のうち，乳頭がん 51人，その他の甲状

腺がん 1人）。
先行検査における甲状腺がん発見率は，わが国
の地域がん登録で把握されている甲状腺がんの罹
患統計などから推計される有病率に比べて，数十
倍高かった。本格検査（検査 2回目）における甲状
腺がん発見率は，先行検査よりもやや低いものの，
依然とし数十倍高かった。
地域別の悪性ないし悪性疑いの発見率について，
先行検査で地域の差はみられなかったが，性，年
齢等を考慮せずに単純に比較した場合に，本格検
査（検査 2回目）におい ては，避難区域等 13市町村，
中通り，浜通り，会津地方の順に高かった。しか
し，悪性ないし悪性疑いの発見率には多くの要因
が影響していることが想定され るため，考えら
れる状況について検討を行い，その結果，次の傾
向が見られた。
⿠先行検査で 5.1 mmから 10 mmの結節の発見
率が避難区域等 13市町村で低いことや， 本格検
査で B判定であった者の中で先行検査において
も B判定であった者の割合が 避難区域等 13市
町村で低かったことから，本格検査の結果に先行

検査の結果が影響している可能性が示唆された。
⿠先行検査と本格検査の検査間隔が長いほど細胞
診実施率と悪性ないし悪性疑いの発見率が高い。
ちなみに，平均検査間隔は避難区域等 13市町村
が最も長かった。
⿠細胞診実施率は先行検査を含めて年々低下して
いる。また，本格検査（検査 2回目）における細胞
診実施率は，避難区域等 13市町村，中通り，浜
通り，会津地方の順に低下していた。
⿠先行検査で細胞診を実施している場合には，先
行検査で細胞診を実施していない群と比較して，
本格検査における細胞診実施率および悪性ないし
悪性疑いの発見率が低くなる傾向がみられた。

ここでは，2巡目の対象者に事故後の 2011年
度に生まれた人たちも含まれることや，悪性ない
し悪性疑いが 71人見つかったという結果概要が
説明されており，1巡目で明確でなかった地域差
が，2巡目ではみられていることが説明されてい
る。
「地域別の悪性ないし悪性疑いの発見率」とし
て言及されている地域別解析は，最新の資料とし
ては，1巡目では簡略化された結果概要＊8（初出は

結果暫定版＊9の表 9）に，2巡目では表 11として結果
概要の 2017年度追補版＊10（初出は 2巡目結果確定

版＊11）に収録されている。2巡目結果の確定版は，
現行の評価部会が再開された第 8回評価部会が
初出であるのだが，その時，表 11を検査間隔で
調整した資料＊12も同時に出ている。
実は，2巡目結果の確定版の発表時期には，恣

意的な流れがあるようにみえる。改選された委員

＊8―http://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/ 
273522.pdf
＊9―https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/ 
115321.pdf
＊10―https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attach 
ment/273524.pdf
＊11―https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attach 
ment/250523.pdf
＊12―https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attach 
ment/244313.pdf
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構成で再開された第 28回検討委員会（2017年 10月

23日）に提出された 2巡目結果＊13を，第 8回評価
部会で公表された確定版と比較すると，一次検
査・二次検査，いずれの結果にも動きがない。つ
まり，第 28回検討委員会時点ですでに出せたは

4 4 4 4 4 4 4

ずの
4 4

2巡目結果の確定版の公表を，わざわざ
4 4 4 4

1
カ月後の第 8回評価部会まで持ち越し，しかも
検査間隔で調整した表も同時に提出していること
になる。実際，第 8回評価部会と部会後の記者
会見では，表 11も表 11の調整版も，「地域差が
あるようにみえる」と注目を集めた。それを見越
して，表 11のみが「ひとり歩きしないように」
という “配慮”のもと，調整版も同時公表できる
タイミングを見計らっての公表だったのだろう。
福島医大は，地域差がみえたとしても，他にも
調整すべき因子があるため，そのまま受け止めて
はいけないとしており，さまざまな「調整」の結
果，4つの傾向が箇条書きで記されている。しか
しそれらの傾向は，1巡目の結果が 2巡目の結果
に影響しているというよりも，単に，自らの研究
デザインにより仕組まれたスケジュールによる交
絡因子とその解析結果にしかみえない。
細胞診実施率が年々低下していることに関して
は，超音波検査を行う検査者が経験を積んだため
に細胞診が必要な症例を見極めることができてい
ることや，1巡目で細胞診を行なった場合には，
超音波所見に何らかの変化がある場合のみ，2巡
目でも細胞診を行うというのが，これまでの説明
である。しかしそれ以外に，二次検査で細胞診を
実施する前に，集計の「枠外」となる経過観察に
回しているという可能性も強い。枠外というブラ
ックボックスの中に入ってしまうと，がんが発見
されても公式結果に反映されず，細胞診実施数も
例外ではないのである。
そもそも，1巡目の結果が 2巡目の結果に影響

しているという可能性のみに焦点を当てることに
より，また別の何らかのバイアスが生じている可

能性はないのだろうか。たとえば，前述の表 11
の調整版や，資料 1-1の表では，解析が 1巡目
と 2巡目を両方受診した人たちに絞られている。
公式結果に含まれている年度ごとの受診者数でみ
てみると，資料 1-1の「表 2　先行一次検査の実
施年度別にみた本格検査（検査 2回目）の悪性な
いし悪性疑いの発見率」では，1巡目と 2巡目の
両方を受診した人数が「受診者数」として示され
ているが，2011年度，2012年度，2013年度そ
れぞれで，1巡目の受診者数から約 30％，19％，
16％が削られている。
妥当性が不明な調整因子が，不明確な調整方法
で解析され，その結果に部会員らが振り回される
という展開の一方で，2巡目で悪性ないし悪性疑
いとされた 71人中 58人において，1巡目では結
節の超音波所見がなかったことについては，何の
考慮もされていない。それだけでなく，「枠外」
症例の詳細の追求も，どこかに消えてしまった。
「枠外」や甲状腺「検査外」でみつかる甲状腺が
んについては，それらを把握する仕組みを作るよ
りも，がん登録を活用する方向に向かっているよ
うだが，後述のように，がん登録データ自体が不
完全である可能性が高いため，全貌の把握は見込
めない。それどころか，むしろ把握する意図すら
ないと思われる。

甲状腺検査本格検査（検査 2回目）における甲状腺がん

発見率と放射線被ばく線量との関連に関する予備的

解析について

これらの検討の結果より，性・検査時年齢の他，
検査実施年度，細胞診実施率，先行検査からの検
査間隔，先行検査での細胞診実施の有無など多く
の要因が悪性ないし悪性疑いの発見率に影響を及
ぼしていることが考えられる。従って，甲状腺が
ん発見率と線量との関連を検討するためには，こ
れらの要因を制御するための解析をする必要があ
る。
線量としては，暫定的に原子放射線の影響に関

する国連科学委員会（UNSCEAR）で公表された年＊13―https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attach 
ment/238768.pdf
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齢別・市町村別の内部被ばくを考慮した推計甲状
腺吸収線量を用いた。その結果，線量と甲状腺が
ん発見率に明らかな関連はみられなかった。

最初の段落は資料 1-1，次の段落は資料 1-2の
結果についての記述である。
資料 1-1で調整された性・検査時年齢以外の
要因のうち，実際に資料 1-2で市町村別 UN 
SCEAR推計甲状腺吸収線量と悪性ないし悪性疑
い発見のオッズ比を調整するのに考慮されたのは，
検査実施年度と検査間隔のみである。それ以外は，
1巡目で B判定だった場合などは，実際に 2巡
目でがんがみつかった例が非常に少ない（1人）た
めに調整しても違いがなかった，あるいは細胞診
実施率のように，実施年度との関連が強いために
両方調整すると調整しすぎになってしまうという
理由で，調整から除かれている。
そもそも，これらの要因は，もともとの研究デ
ザインによるものである可能性が強く，真の意味
での調整因子なのか，それを制御した解析により
新たなバイアスが生じないのか，という検証が必
要である。また，「枠外」データが反映されてい
ないことは，解析の信頼性に大きく影響すると思
われる。
資料 1-2で「量反応関係は認められなかっ

た」と結論づけられていることに関し，片野田部
会員から，何らかのトレンド検定を行なった上で
の記述なのかという質問が出た。これに対し大平
氏は，トレンド検定はすべての検査結果について
行い，トレンドとして量反応関係があるかどうか
を調べており，放射線の吸収線量が高いほど甲状
腺がん発見率が高いというような関係はみられて
いない，と返答した。さらに，「①-17と①-20
の本格検査の性・年齢・検査年度・検査間隔調整
の結果は，むしろ負のトレンドというか，甲状腺
の被ばく線量が多いほど発見率が少ないというよ
うな傾向がみられているが，これは一般的に言う
と考えにくい項目なので，とりあえず量反応関係
はなしということにさせていただいた」と述べて
いる。負のトレンドが出てしまう解析そのものが，

妥当な手法を用いた解析であるかどうかを考察す
ることなく，「とりあえず量反応関係はなし」と
したというのだ。片野田部会員は，「了解しまし
た」と返答し，それ以上の追求はしていない。
市町村別 UNSCEAR推計甲状腺吸収線量につ
いては，鈴木部会長は，「線量反応関係をみるた
めに使える線量としては，現時点で公認されてい
る唯一の線量」であると繰り返し説明してきた。
この最終部会では，「この解析はあくまで暫定的
ではあるが，これまで福島医大が行なってきた外
部被ばく線量を用いた解析とは異なり，内部被ば
く線量が反映されている甲状腺吸収線量を用いて
いるということは，この部会の中で解析が進んだ
ということになる」と説明した。記者会見では，
「絶対値として線量を考えていくのではなくて，
それぞれの地域での相対的な差というふうにみて
オッズ比をみるという，現在の解析にはかなり使
えると思っている」とすら述べている。しかし
「解析が進んだ」とはいえ，まともな解析が行わ
れたのかどうか検証不可能であるプロセス自体を
考えると，果たして意義があると言えるのだろう
か。

所見

一次検査の結果での精密検査が必要となる B
判定の割合や悪性ないし悪性疑いの発見率は，事
故当時の年齢，二次検査時点の年齢が高い年齢層
ほど高かった。これは，チェルノブイリ事故後に
低い年齢層により甲状腺がんが多く発見されたも
のと異なっている。年齢の上昇に伴いがんが見つ
かることは，一般的ながんの発症と同様である。
男女比がほぼ 1対 1となっており，臨床的に
発見される傾向（1対 6程度）と異なる。 潜在癌で
見つかる場合や，年齢が低いほど男女比が小さく
なる傾向などの報告もあるが， 男女比と被ばくと
の関係についての評価は今後の課題として残され
ている。
悪性ないし悪性疑いの発見率を単純に 4地域
で比較した場合においては，差があるようにみえ
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るが，それには検査実施年度，先行検査からの検
査間隔など多くの要因が影響しており，それらの
要因を考慮した解析を行う必要がある。
発見率に影響を与える要因を可能な限り調整し，
暫定的に年齢別・市町村別 UNSCEAR推計甲状
腺吸収線量を用いて行った線量と甲状腺がん発見
率との関連の解析に おいては，線量の増加に応
じて発見率が上昇するといった一貫した関係（線
量・効果関係）は認められない。
よって，現時点において，甲状腺検査本格検査

（検査 2回目）に発見された甲状腺がんと放射線被
ばくの間の関連は認められない。

この所見について出された意見に共通している
のは，最後の「甲状腺がんと放射線被ばくの間の
関連は認められない」という表現が断定的すぎる
ということだった。甲状腺外科医の吉田明部会員
は，男女比の検討が今後の課題として残されてい
るのだから，「認められない」という表現を弱め
られないのかと発言した。片野田部会員は，個人
線量ではなく地域の線量が使われており，交絡因
子がすべて適切に調整されているとは必ずしも言
えないという観点から，結論の表現をマイルドに
し，今後も詳細な検討が必要であることがはっき
りわかるようにした方がよいと述べた。
所見の最初の段落は，先行検査の中間取りまと
めの中でも触れていることを，改めてここで，そ
の後の本格検査でもそうであったと確認したとい
うことである。3番目と 4番目の段落については，
すでに説明したので，2番目の男女比に関する段
落について述べる。
男女比に関する説明は，文書では 3行足らず

とはいえ，濃い内容である。しかも関係のあるよ
うにみえるが実際には関連していないことを巧み
に盛り込み，「今後の課題」としてうやむやにし
てしまっている。
たとえば，「潜在癌で見つかる場合や，年齢が

低いほど男女比が小さくなる傾向」というのは，
実際に福島で甲状腺がんが見つかっている年齢層
（1巡目では 57％，2巡目では 45％が手術時に 18歳以上）に

当てはまるものではない。また，「今後の課題」
とされる「男女比と被ばくとの関係」は，「罹患
率の男女比」が「放射線影響の男女差」にすり替
えられているだけである。
鈴木部会長は，「今回は私たちが十分解析しな

かったということでこの後の部会に引き続き課題
として残しました」と説明しているが，そんなに
聞こえのよいものではなく，実際には，第 8回
評価部会で自分が部会長になった時に切り捨てた
ものを，「課題」として先送りしているだけであ
る。この男女比問題については，本誌 8月号で
これまでの経緯と今回の議論の問題について，よ
り詳しく論じる。

甲状腺検査に対する対象者への説明について

甲状腺検査対象者への説明内容について，評価
部会において議論を進めてきたが，今 後も対象
者に対して甲状腺検査のメリットやデメリットを
含め丁寧に説明し，理解を得 るとともに，同意
を得た上で実施することが重要である。

これに関しては，この文面そのものより，「資
料 4 甲状腺検査のお知らせ文改定案」＊14に関す
る議論となった。前回の第 12回評価部会でも争
点となったこともあり，鈴木部会長は，最初から，
部会員全員が納得する形でまとまっておらず，完
全なコンセンサスを得たものが出ると自分は思っ
ていないと断りを入れた。この改定案を親委員会
である検討委員会に出すにあたり，部会員のコメ
ントを文章に反映するわけではないが，あくまで
そういう意見があったということを含めると説明
した上で，コメントを求めた。
祖父江部会員は，デメリットに対する取り組み
に関する記述について，「5 mm以下の結節は二
次検査の対象としない」という部分について，過
剰診断の可能性があたかも少なくなるような記述
になっているが，そのことに関する証拠が特にな

＊14―https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attach 
ment/330480.pdf
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いのに，あたかもデメリットが減っているように
書くのは言い過ぎだ，可能な範囲でできることを
やっているという表現の方がいい，などという意
見を述べた。片野田部会員も，「可能な範囲で」
という表現に同意し，さらに，悪性・悪性疑いの
数だけではなく，多くの場合，手術適応になると
いうことがわかるように，手術数も入れた方がい
いと述べた。
髙野部会員は，お知らせ文改定案にはかなり反
対するところが多いので納得しがたいと述べ，特
に，検査の宣伝と取られかねない記載や，メリッ
トとしてエビデンスのないことの記載があるとし
て相当な懸念を表明した。また，メリットの 3
番目の「甲状腺検査の解析により放射線影響の有
無に関する情報を本人，家族はもとより県民およ
び 県外の皆様にもお伝えすることができます」
というのは，対象者である子どものメリットでは
ない，親がサインをするという文書の形式自体に
非常に問題があるので，何度も言っているが，医
療倫理の専門家に相談した方がいいと思うと述べ
た。
これに対し，鈴木部会長は，最終的には倫理委
員会にかかるので，そこで倫理の専門家のチェッ
クがはいると理解していると述べた。小児科医の
南谷幹史部会員は，前から言っているが，子ども
が検査や治験に参加する時は，親のサインだけで
なく子どものサインももらうことになっていると
説明した。
吉田部会員は，全体的に非常にわかりにくく，
特に子どもにはなかなか理解しにくいと思うと，
臨床現場で同意書の取得に多く関わってきたであ
ろう外科医らしい感想を述べた。事実，あまりに
もメリット・デメリットの提示にこだわったため，
非常に長く難解な内容となっている。吉田部会員
はさらに，「あといくつか，髙野部会員の意見と
はちょうど逆に，自分には心配する懸念があると
ころがいくつかあるが，これは長くなるので言え
ないが」と付け加えたが，気になる発言である。

今後の評価の視点について

平成 28年度から検査 3回目，平成 30年度か
ら検査 4回目が行われており，それらの 検査結
果を蓄積した解析を行う必要がある。また，県民
健康調査甲状腺検査の受診率は年々低下がみられ，
特に高等学校卒業後の年代の受診率が低く，今後
も低下が予想される。
また，県民健康調査甲状腺検査とは別の機会に

発見される事例も増えてくる可能性も考えられる。
このことから，地域がん登録及び全国がん登録を
活用し，甲状腺検査対象者のがん罹患状況を把握
することにより分析することが考えられる。
さらに，将来的には，推定甲状腺被ばく線量を

用いて，交絡因子等を調整した症例対照研究とし
て，線量と甲状腺罹患率との関連を検討する必要
がある。
これらの視点をもって，今後の評価部会，検討

委員会での検討を進める必要がある。

今後の課題として，蓄積された結果の解析，が
ん登録の活用による症例把握と，症例対照研
究＊15があげられている。片野田部会員は，「推定
甲状腺被ばく線量を用いて」という部分は，「個
人線量を用いて」とはっきり書いた方がいいと念
を押し，個人線量を使って，地域を一つの調整あ
るいは制御の要因の一つとして扱うのが今後の在
り方だと述べている。
「蓄積された結果の解析」というのは，「1巡目，
2巡目と区切るのではなく，連続したデータとし
て蓄積し，さらに検査外やがん登録で見つかった
症例も入れ，その中に線量を入れた形で解析をす
ること」であると，鈴木部会長は記者会見で説明
している。そして続いて，「被ばくから何年目で
それまでは潜伏期と考えるというようないろんな

＊15―第 33 回検討委員会（2018 年 12 月 27 日）における第 11
回評価部会開催報告の際に，鈴木部会長は，「基本的な方針と
して，将来的には，これまでのような横断的・地区別に比較す
る地域相関解析ではなく，線量，年齢階層，地域などを入れた
解析に変え，最終的には個人の行動記録による症例対照研究に
持っていきたい」と述べている。
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仮定を少しずつずらしながら解析していった場合
に，線量効果関係が見えるようになるのかどうか
というようなことを，放射線疫学ではよくやって
ますんで，きっとそういうことをやるんではない
かと思ってます」と発言したのには，耳を疑った。
放射線疫学ではこのような恣意的な設定をすると
宣言しているようなものである。しかし，これは
まさに，6月号で説明したような，大津留論文で
2巡目までがベースライン化されているというこ
との説明になり得る。
がん登録の活用に関しては，まるで地域がん登
録・全国がん登録が万能であるかのような書きぶ
りだが，がん登録データ自体が不完全である可能
性に留意すべきである。2016年に法令化された
全国がん登録制度＊16では，がん登録情報の届出は，
全病院および指定を受けた診療所に義務づけられ
ている＊17。ゆえに，指定を受けていない

4 4 4 4 4 4 4 4 4

診療所
でがんが診断された場合は，その症例は，がん登
録データベースに入らないことになる。
これは，たとえば，福島県の甲状腺検査の二次
検査実施機関＊18の中に，がん登録の指定を受け

ていない診療所があるとしたら，その診療所は，
最終的にがん登録に反映されないがんが「通過」
する，いわゆる「トンネル機関」になり得ること
を意味する。そのような「トンネル機関」により，
二次検査から経過観察に移行した後に診断される
「枠外」症例が不可視化されてしまうことが危惧
される。
さらに，福島県全国がん登録事業の仕組みの
図＊19から一目瞭然のように，がん登録業務の多
くは県から福島医大に委託されている。その福島
医大で，県民健康調査データの集計においてさえ
ミスが相次ぎ，いまだに枠外症例や検査外症例が
把握できていないという，福島医大のデータ管理
の信頼性が疑われる状況において，福島県のがん
登録の精度に期待できるのか疑問が残る。その上，
福島医大という同一機関が，がん登録と甲状腺検
査のデータ両方を扱うということは，信憑性と透
明性がまったく担保されないということになる。
また「全国がん登録制度」の仕組みからも，一
度 “漏れた”がん登録は，患者が死亡しない限り
“溯り調査”さえも行われないことに特に留意す

＊16―https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/ken 
kou_iryou/kenkou/gan/gan_toroku.html
＊17―https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10900000 
-Kenkoukyoku/0000096449.pdf

図―福島県全国がん登録事業の仕組み＊33

＊18―http://fukushima-mimamori.jp/qanda/thyroid-examina 
tion/media/secondary-inspection-list.pdf
＊19―https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/21045c/zenkoku 
-gan-sikumi.html
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る必要があり，とりわけ死亡率が低い “甲状腺が
ん”は，統計的にも埋もれることになる。このあ
たりは，「全国がん登録事業」に詳しい，祖父
江・片野田・津金各氏らから福島医大の解析ワー
キンググループや検討委員会・評価部会などに対
し “問題点”として何らかの指導があって然るべ
き事案であり，“甲状腺検査データの透明性”を
担保する上でも，今後は重要な部分になってくる
であろう。

記者会見より

放射線被ばくの影響でないのなら，200人を超
える人たちに甲状腺がんの確定や疑いが出ている
ことを，どのように県民にわかりやすく説明でき
るか？ という問いに対し，鈴木部会長の説明は，
「今，見つけているのは，20年後，30年後の甲
状腺がんを早く見つけたという議論になる。だか
ら今見つかっているのは，あくまで 30年後に見
つかるのを今見つけているという考え方になる。
もう一方で，過剰診断になっている可能性もある。
福島医大の手術症例の中で，少なくとも今のガイ
ドラインで，エコー上でリンパ節転移がある人は
手術をするというような定義に従っているわけだ
が，そうじゃない人も本人の希望があったら手術
しているということが山下論文に書かれている。
なので，今の日本の臨床がんの甲状腺がんのガイ
ドラインで言うと，過剰診療になった可能性もあ
る症例も，今の数の中に入っているのも事実だと
思う。やはり過剰診断がかなりの割合入っている
という考え方と，早期発見によって 20年，30年
後のがんを早く見つけたという話と，どちらが正
しいかは，まだ結論をつけられない段階だ」とい
うものであった。
評価部会でも検討委員会でも紹介すらされてい
ない「山下論文」＊20を，あたかも公然の知見であ
るかのように＊21，しかも終幕段階で投入してく

ることも問題であるが，それよりも重大な問題は，
山下論文から「重要な事実」が抜けていることで
ある。山下論文には，転移浸潤のない微小がんで
あるために手術適応とならないはずの 44人で手
術が施行されたことについて，33人には手術適
応となる理由があり，11人は本人の希望で手術
を受けたと書かれている。しかし，その 11人の
中で，最終的に転移浸潤のない微小がんと判明し
たのは 2人のみで，残りの 9人には何らかの転
移浸潤が見つかっており，あとの 33人の中で転
移浸潤のない微小がんだったのは 3人のみだっ
たこと，すなわち 44人中 5人が，術後に

4 4 4

転移浸
潤のない微小がん「pT1aN0Ex0」だとわかった
ことが，書かれていないのである。
もとより，すでに手術されている症例について，
その手術がないとわかり得なかったことについて
過剰診断・診療を詮索することが倫理的であると
は言いがたい。それに，これは，第 8回評価部
会の「資料 3 手術の適応症例について」＊22でも
示されている事実であり，鈴木部会長が知らない
はずはない。わざわざ山下論文を出してくるあた
り，過剰診断・診療へのミスリードが疑われる。
そもそも，鈴木部会長は，過剰診断か早期発見
かという結論を出せないと言っているが，過剰診
断を強く否定する論文が，日本語では 2018年 8
月，英語では 2018年 12月 11日に出ている。日
本語の方は，『日本内分泌・甲状腺外科学会雑
誌』2018年 35巻 2号に掲載された，福島医大
の甲状腺外科医の鈴木眞一氏による「検診発見で
の甲状腺癌の取り扱い 手術の適応」＊23である。
これは，2017年 10月 26～27日に福島市で開催
された第 50回日本甲状腺外科学会で，大会会長
である鈴木氏が企画したシンポジウム「特集 1
検診発見での甲状腺癌の扱い」における鈴木氏の
発表内容が論文化されたものである＊24。

＊20―https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pmc/articles/PMC 
5770131/
＊21―本誌 2019 年 3 月号の読者には，公然の知見であるかも

しれない。
＊22―https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attach 
ment/244314.pdf
＊23―https://www.jstage.jst.go.jp/article/jaesjsts/35/2/ 
35_70/_article/-char/ja
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この論文で，鈴木氏は以下のように述べている。

「被胞型乳頭癌はなくすべて浸潤型乳頭癌で
あり，10 mm以下の微小癌でも同様であっ
た。これは前述した精査基準が 10 mm以下
では強く悪性を疑うような症例すなわち当然
浸潤型のみが抽出されていることによる。さ
らに微小癌症例を検討すると，T1aN0M0症
例は術前は 44例あり，うち 33例は EX1（T3）

疑い 20例，N1a疑い 3例，反回神経浸潤疑
いないし近接 10例，気管浸潤疑いないし近
接 7例，バセドウ病合併 1例，肺陰影合併 1
例（重複あり）によって手術適応とした。また
11例は成人例での AS〔引用者注：アクティブ・サ
ーベイランス〕のことも十分に説明し，直ちに治
療の必要はなく経過観察も勧める旨の説明を
したにもかかわらず，ご本人やご家族の強い
希望から適応となっている。上記 33例中術
後も T1aN0M0であったものはたった 3例
のみであった。また非手術勧めるも手術を希
望された 11例中 2例のみが T1aN0M0であ
った。」

さらに興味深いことに，「精査基準で ASの対
象になるような症例は出来る限り発見されないも
のとなっている。（中略）福島の検診で AS症例を
多く発見してしまうようなシステムは歓迎されな
い」と，アクティブ・サーベイランスには，かな
り否定的であることが書かれている。福島でアク
ティブ・サーベイランスが行われていることを
2018年 1月の TM-NUCメンバーと検討委員・
評価部会員の意見交換会で志村浩己氏が説明して
いたと筆者は本誌 2018年 3月号で書いたが，一
体，誰が責任者となって行われているのだろう？
英語論文は，2018年 12月 11日に日本癌学会
の英文誌『Cancer Science』に掲載された福島医
大，長崎大学，ウクライナの合同論文，“Histo-

pathological analysis of papillary thyroid carcino-
ma detected during ultrasound screening examina-
tions in Fukushima”（福島の超音波スクリーニング検査で

検出された甲状腺乳頭がんの組織病理的解析）で，鈴木眞一
氏が筆頭著者である。上記の日本語論文よりも直
接的な表現で，「福島の甲状腺がんは，微小がん
ではあっても，決しておとなしいものではなく，
転移浸潤を伴うために手術が必要だった」と断言
してあり，大津留論文を真っ向から否定している。
この論文では，これまでに臨床データが公表さ
れている手術例 125例のうち 119例を，手術の
時期で事故後 4年以内（78例）と 4年以降（37例）の 2
グループに分け，さらに 15歳未満，15歳以上
19歳未満，19歳以上という年齢グループで多層
化し，がんの形態的特徴や臨床的データを比較し，
チェルノブイリでのようなパターンがみられなか
ったので放射線の影響とは考えにくいと結論して
いる。チェルノブイリのデータと解析を鵜呑みに
した研究デザインと，それから導かれた結論はさ
ておき，この論文には，これまで公開されてこな
かったデータがいろいろと含まれている＊25。
そもそも甲状腺検査評価部会での本来の検討と
は，甲状腺がん症例の包括的な検討であるべきで，
この論文に含まれているような臨床病理学的デー
タが不可欠のはずである。現に，入手可能なデー
タを見過ごし，チェリーピッキングした情報しか
考慮しないというのは，部会長としての技量や公
正性が疑われる由々しき事態である。
早期発見には，傷口が小さくなるというような

＊25―たとえば，完全に被包性のがんは 4 例で，すべて 19 歳
以上の患者で事故後 4 年以内に手術されている。また，すべて
の特徴において，被包性・非被包性と非被包性のみでの結果が
出されているため，これらの 4 例の特徴を読み取ることができ
る。4 例の平均腫瘍径は 15.8 mm（6.7〜32.6 mm）で，3 例では
乳頭状増殖パターンおよび被膜外浸潤がみられ，残りの 1 例は，
浸潤こそみられなかったが，重篤な好酸性細胞異形成を伴う充
実状増殖パターンが優位であるため，いずれも NIFTP（nonin-
vasive follicular thyroid neoplasm with papillary-like nuclear 
feature，乳頭がん様核を有する非浸潤性甲状腺濾胞性腫瘍）の
基準を満たさないことも説明されている。日本語論文では，

「被胞型乳頭癌はなくすべて浸潤型乳頭癌」と書かれているこ
とが，さらに詳しく説明されていることになる。

＊24―https://www.jstage.jst.go.jp/article/jaesjsts/35/2/ 
35_69/_html/-char/ja
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メリットはあるのか？ という質問に対し，鈴木
部会長は，「IARCの 2番目のリコメンデーショ
ン」に言及している。これは，本誌 6月号で詳
しく説明した，甲状腺モニタリングの長期戦略に
関する国際専門家グループ『TM-NUC』の 2つ
めの報告書「原子力事故後の甲状腺健康モニタリ
ングに関する知見の不足と IARC専門家グルー
プからの研究への提案」＊26のことである＊27。
鈴木部会長は，IARCが，小児甲状腺がんの標

準的な治療である甲状腺全摘と放射線ヨウ素治療
の併用は，副作用もあることから，原子力事故後
の甲状腺モニタリングで行うのには過剰になる可
能性がかなり強くなってしまうため，福島での片
葉切除と慎重な治療にはメリットがあると考えて
いることに触れ，「しっかり県立医大頑張れって
いうような，そんなメッセージが書かれているか
と思いますので，ぜひ読んでください」と述べて
いる。これは，報告書の 27～29ページ目の，「小
児甲状腺がん治療：葉切除（別名「甲状腺葉切除」）」
というセクションで説明されていることである。
9割以上が葉切除である福島でのがん症例におい
て，どのように QOLが改善されているのかとい
うデータに，わざわざ葉切除のセクションまで作
るほどの期待が寄せられているのだ。
「放射線との関連は認められない」という結論
が今後の甲状腺検査に与える影響について問われ，
鈴木部会長は，「ないと思っている」と断言した。
現時点で放射線の影響として線量効果関係が認め
られないという結論を出したといっても，未来永
劫，放射線の影響がないと結論づけるものではな
い，と説明した。
それに対し，「いつか放射線の影響が出るかも

しれないという宙ぶらりんの状態に福島県民が置
かれ続ける状況で，かつデメリットがあるとわか

っているという検査を，いつまで続けるのか？」
と聞かれ，鈴木部会長は，放射線の影響が出やす
い，事故当時 1～5歳の若年の人たちが高校生に
なった時の結果でまったく影響がみられなければ，
かなり自信をもって，甲状腺への放射線影響はな
かったと言えるようになると思っている，と答え
た。しかし，はたして，その頃のデータの精度が
どれほどのものなのか，きちんと判断ができるほ
どの解析ができているのか，これまでの経緯から
考えると，期待できそうにない。

むすびに

第 8回評価部会で鈴木元氏が部会長に選出さ
れた時の衝撃は，今でも忘れがたい。2018年 3
月号にも書いたが，環境省の「第 7 回　東京電
力福島第一原子力発電所事故に伴う住民の健康管
理のあり方に関する専門家会議」（2014年 6月 26日開

催）での，今は亡き study2007氏の論文に対する
鈴木元氏の恣意的な発言＊28を思い出した人も多
いだろう。案の定，最初の頃は部会長にあるまじ
き恣意的発言が続出し，議事進行の公正さが懸念
された。しかし回を重ねるごとに，髙野部会員の
的外れな発言や主張と相対的に，鈴木氏の見解が
しごくまともに見え始め，TM-NUC報告書の非
科学性を主張した時は，希望さえもてたかと思え
た。それが錯覚だったことが，部会最終回のどん
でん返しで明らかになった。
この第 3期の評価部会を通し，データのみな

らず解析の不透明さが際立つ中，地域別解析でみ
られた「地域差」が “消されて”いった。恣意的
に潜伏期をずらすという放射線疫学のマジック。
大津留論文ではすでに 2巡目までがベースライ
ン化され，“おとなしい”潜在がんが検査で見つ
かっていることになっている。しかし，現場の外
科医の声は異なる。大津留氏が検討委員会で報告
するようになって以来，鈴木眞一氏は，一度たり

＊26―http://www.env.go.jp/chemi/chemi/rhm/Report2_Jap 
anese.pdf
＊27―環境省の放射線健康管理部門のウェブサイトの，「甲状
腺モニタリングの長期戦略に関する国際がん研究機関（IARC）
国際専門家グループの報告書について」というページ（http://
www.env.go.jp/chemi/rhm/post_132.html）か ら，TM-NUC 報
告書と推奨すべての英語版と日本語版がアクセスできる。

＊28―故・study2007 氏から鈴木氏宛の書簡に記されている。
https://www.iwanami.co.jp/kagaku/Kagaku_201408_study.pdf
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とも検討委員会にも評価部会にも姿を見せてすら
いない。臨床情報の公開を極力避けるためとしか
思えないが，異常な事態である。おそらく，鈴木
眞一氏の唯一の発信手段は，学会と論文であると
推察される。そして，鈴木眞一氏の不在に加え，
「過剰診断 vs早期発見」論争の最大級のエビデン
スであるはずの鈴木眞一氏の論文が，資料として

4 4 4 4 4

評価部会に上がってすらこなかった
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

こと自体，ミ
スリードに全力が注がれている現状を物語ってい
ると言えよう。
検討委員会や評価部会を断片的に見ても，もっ
ともらしい会議にしか見えないかもしれないが，
過去の経緯を辿ることで，全体像を把握すること
ができる。いかに当事者である患者側の懸念を重
んじ，医学的・科学的に妥当な観点から論じよう
とする委員や部会員らがいても，巧みなミスリー
ドにより，流れが決められていく。否，最初から
決まっているのであろう。部会まとめ案をうけて
患者グループから福島県の県民健康調査課に出さ
れた要望書＊29から聞こえてくる声からも，検討
委員会・評価部会の議論が，当事者らが直面して
いる現実と乖離していることが明白である。
残念ながら，次の検討委員・評価部会員の改選
で状況が改善するとは，とても思えない。委員・
部会員らの一部が入れ替わり，これまでの経緯を
知らないメンバーが増えた「白紙」の状態から，
次の段階のミスリードに動くと予想される。甲状
腺がん罹患の全貌を把握し，放射線影響の検討を
真摯に続けていくという建前ではあるが，枠外・
検査外データが存在するだけでなく，それらのデ
ータが表に出てこない「抜け道」が想定され，解
析が透明性・妥当性をともなわない限り，この評
価部会が出す結果は信頼できないものにとどまる。
福島第一原子力発電所事故から 9年目の今，こ
れまでの経緯を十分に理解し，歪んだ知見が議論
を歪ませ，さらなる歪みに至る「歪みのスパイラ
ル」に巻き込まれないような批判的思考を確立す
ることが，これまでに増して不可欠である。

このように，これまでお伝えしてきたように，
国内において検討委員会・評価部会での検討を待
つ前に，かねてから山下俊一氏らが国際的コンセ
ンサスを得ようとする海外主要機関や国際会議で
の講演・論文発表が先行しており，「県民健康調
査」検討委員会や甲状腺検査評価部会自体の “存
在意義”がなくなりつつある。全体的な流れとし
て「原発事故がまるで自然災害のように置き換え
られ，被災者にリスクを押しつけるようにシフト
していく」＊30。その危機感を，せめて読者には共
有していただければ幸いである。

追記

2019年 6月 17日 に，ICRP Publication “Ra-
diological Protection of People and the Environ-
ment in the Event of a Large Nuclear Accident”（原
子力大事故の際の人々と環境の放射線防護）のドラフト版が
インターネット上で一般公開され，9月 20日ま
でパブコメを受け付け中である。この ICRP刊行
物は， ICRP刊行物 109「緊急時被ばく状況にお
ける人々の防護のための委員会勧告の適用」（2009

年）と 111「原子力事故または放射線緊急事態後
の長期汚染地域に居住する人々の防護に対する委
員会勧告の適用」（2010年）を，主に福島の教訓をも
とにアップデートしたもので，タスクグループ
（TG）93の委員長は甲斐倫明氏，副委員長は本間
俊充氏と，日本人メンバーである。このドラフト
版の 86ページに，甲状腺検査に関する記述があ
る。

原文：The first and second rounds of the thy-

＊29―https://www.ajisainokai.net/post/20190618

＊30―Thierry Rebault 氏 の 最 新 論 文 “Resilience in Fukushi-
ma: Contribution to a Political Economy of Consent”「福 島 に
おけるレジリエンス：同意の政治経済学への貢献」によると，
原子力に関する政治経済学において，同意を得るための支配的
技術としてレジリエンスが用いられている。特に，被災者自身
が測定や除染などの放射線被ばくへの対応を担っていくことに
同意することで，「心理社会的レジリエンス」により，放射線
被ばくによる生物的影響という問題が心理的・社会的問題に置
換されていくことが説明されている。https://journals.sage 
pub.com/doi/abs/10.1177/0304375419853350?journalCode=alta
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roid ultrasound examinations were completed 
in March 2014 and 2016, respectively. Chil-
dren will continue to have ultrasound exami-
nations biennially until they reach 20 years of 
age, and every 5 years thereafter. Childhood 
thyroid cancer cases found in Fukushima Pre-
fecture are unlikely to be the result of radia-
tion exposure after the accident.
筆者訳：甲状腺超音波検査の 1巡目と 2巡
目はそれぞれ 2014年と 2016年 3月に終了
した。子どもたちが 20歳になるまでは 2年
ごと，その後は 5年ごとに超音波検査が続
行される。福島県でみつかった小児甲状腺が
ん症例は，事故後の放射線被ばくの結果であ
るとは考えにくい。

この文脈からだと，2巡目までをひっくるめて，
被ばくの影響は考えにくいと読み取れる。ただし，
引用文献は県民健康調査の 2016年報告書＊31で，
ここでは 1巡目結果しか扱っていない。3巡目の
途中結果までが言及されている最新の 2018年度
報告書ではなく 2016年度報告書を引用するとい
うのは，わざと曖昧にしたかのようである。むろ
ん，最終版では，文章が大幅に書き換えられる可
能性もある。しかし，2巡目の結論とも読み取れ
るような文章が，6月 3日の第 13回評価部会で
初めて 2巡目結果の取りまとめ案が出た 2週間
後に公開された国際機関の刊行物に出ていること
には違いない。ドラフト版とはいえ，作成時にま
だ日本国内では正式に “検討すらしていない結
論”が ICRP刊行物に掲載されているのは本末転
倒である。
しかも，ここに鈴木元氏が絡んでくる。ICRP
刊行物の翻訳は，2017年度から原子力規制庁の
事業となっており＊32，その時点では ICRP刊行
物翻訳委員会の委員だった鈴木氏が，評価部会長
任期中である 2018年 6月付けで委員長となって

いるのだ。ICRP委員でこそないが，ICRP刊行
物に関わりをもつ鈴木氏が，評価部会長として 3
期目の部会の采配をふるったことになる。
9月 20日のパブコメ締め切りの後，11月に開

催される ICRPの 2019年次会合で最終版が提
出・承認され，EUの Horizon 2020と足並みを
揃えた 2020年に刊行物と出版された後は，その
内容が，2021年に「福島原発事故後 10年」の節
目としてWHOなどの各国際機関により公開さ
れる報告書に取り込まれるという流れになるので
あろう。2巡目までを含めて放射線影響でないベ
ースラインであるとする，学術論文にすでにもち
こまれている見方が各国の政策決定において参考
となり得る国際機関の報告に取り込まれ，3巡目
以降はデータの精度の低さと解析自体の非科学性
により影響がみえなくなるという筋書き。もはや，
検討委員会も評価部会も「辻褄合わせ」でしかな
いのであれば，諸々の非科学的な展開＊33とも符
合する。

＊31―http://fmu-global.jp/?wpdmdl=1914
＊32―http://www.symposium.jrsm.jp/2017/P-15.pdf

＊33―https://www.iwanami.co.jp/kagaku/20190704.html

［編集部注］
修正履歴
◦e0015 ページ右段本文下から 4 行目：本間氏のお名前の誤植
を修正。（2019 年 7 月 26 日）


